
北九州市雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 北九州市重度障害者等就労支援特別事業（以下「本事業」という。）は、重度障

害者等に対する就労支援として、通勤支援や職場等における支援を行うことにより、

当該重度障害者等の就労機会の拡大を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

 (1) 重度障害者等 本市において、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）

第５条に規定する重度訪問介護、同行援護又は行動援護（以下、重度訪問介護等）

という。）の支給決定を受けている者をいう。  

(2) 事業者 前号に規定する重度訪問介護等を行うものであって、障害者総合支援法

第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者をいう。 

(3) 民間企業 障害者の雇用の促進に関する法律（昭和３５年法律第１２３号。以下

「障害者雇用促進法」という。）第４９条第１項に規定する障害者雇用納付金制度

に基づく助成金の対象となる事業主をいう。 

(4) 自営業者等 税務署に所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２２９条に規定す

る届出を行っている者等又は法人の代表者等であって、民間企業に雇用される者及

び国家公務員、地方公務員、国会議員、地方議員等の公務部門で雇用等される者そ

の他これに準ずる者以外のものをいう。 

(5) 就労支援 民間企業が重度障害者等を雇用するに当たり、障害者雇用促進法第４

９条第１項第４号に規定する障害者介助等助成金又は第１項第５号に規定する重

度障害者等通勤対策助成金（以下「助成金」という。）を活用しても当該重度障害

者等の雇用継続に支障が残る場合や重度障害者等が自営業者等として働く場合に

おいて必要となる通勤や職場等における支援をいう。 

  (6)  支援計画書 重度障害者等の通勤や職場等における支援に当って、支援対象範囲

を明確にし、必要な支援を取りまとめたもの（様式第１号）をいう。 

(7) 支援員 事業者に属する者で、次条に定める対象者に支援を行う者をいう。 

(8) 指定特定相談支援事業者 障害者総合支援法第５１条の１７第１項第１号に規

定する指定特定相談支援事業者をいう。 

 

（対象者） 

第３条 本事業の対象となる者は、本市において障害者総合支援法第５条に規定する重

度障害者等であって、次のいずれかに該当する者とする。 

(1) 民間企業に雇用される者であって、１週間の所定労働時間が１０時間以上のもの

（週所定労働時間１０時間未満の者であっても、当該年度末までに当該企業が１０



時間以上に引き上げることを目指すことが支援計画書によって確認できた場合を

含む。）であって、原則、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構から支援

計画書の確認を受けている者。 

ただし、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則

（平成１８年厚生労働省令第１９号）第６条の１０第１項第１号に規定する就労継 

続支援 A 型の利用者を除く。 

(2) 自営業者等であって、当該自営等に従事することにより当該対象者の所得の向

上が見込まれると福祉事務所長が認めたもの。なお、自営等に従事する時間が１週

間のうち１０時間以上を基本とする。 

 

（排除対象者） 

第４条 前条の規定にかかわらず、次の各号にいずれかに該当する者については、本事

業の対象としない。 

(1) 北九州市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団（以下「暴力団」とい

う。） 

(2)  北九州市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」を

いう。） 

(3) 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

２ 交付申請を行うものは、暴力団排除に係る誓約書（様式第２号）に氏名等を記入し、

申請の際に提出しなければならない。なお、支給決定にあたっては、申請者が前項各

号の規定に該当しないことを確認するために、福祉事務所長が所定の調査を実施する

ものとする。 

  

（支援対象範囲） 

第５条 民間企業に雇用される者の支援対象範囲は、通勤支援や職場等における支援

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害

福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基

準（平成１８年厚生労働省告示第５２３号）において、「通勤、営業活動等の経済活動

にかかる外出」として支給対象外となる部分をいう。）であって、助成金を活用しても

当該対象者の雇用継続に支障が残るものとして、当該対象者が勤務する民間企業及び

関係者による支援計画書において認められた部分（時間）とする。 

  自営業者等の支援対象範囲は、通勤支援や職場等における支援の部分（時間）とす

る。 

 

（対象となる就労支援の内容） 

第６条 本事業の対象となる就労支援の内容は、障害者総合支援法第５条に規定する重

度訪問介護等に相当する支援であって、次の各号に定めるものとする。 

(1) 民間企業に雇用される者にあっては、助成金の対象外である喀痰吸引や姿勢の調

整、安全確保のための見守り、その他の雇用の継続に必要な支援、４ケ月以降の通



勤支援とする。 

(2) 自営業者等にあっては、必要となる通勤や職場等における支援とする。 

２ 次の各号のいずれかに該当する場合は、利用者の同意のもと、二人の支援員による

就労支援を行うことができる。 

(1) 障害者等の身体的理由により一人の支援員による支援が困難と認められる場合 

(2) 暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合 

(3) 障害者等の状況等から判断して、第１号又は前号に準ずると認められる場合 

 

（就労支援に要する給付費） 

第７条 就労支援に要する給付費（以下「給付費」という。）は、第１６条に規定するサ

ービス提供費から、第１７条に規定する費用負担額を控除した額とする。 

 

（支給量） 

第８条 支給量は、次の各号のサービスごとに定める時間内において、福祉事務所長が

就労支援に必要な時間を決定する。 

(1) 重度訪問介護  月１８０時間 

(2) 同行援護    月 ７４時間 

          （ただし、通勤支援は月７４時間のうち月５４時間以内とする） 

(3) 行動援護        月 ７４時間 

２ 第６条第２項の規定に基づき二人の支援員による就労支援を行う場合は、当該支援

に必要とする時間を、前項で規定する時間に上乗せする。 

 

（申請及び支給決定） 

第９条 本事業を利用しようとする者は、「北九州市雇用施策との連携による重度障害

者等就労支援特別事業支給（変更）申請書」（様式第３号）に次の各号に掲げる書類を

添付して、福祉事務所長に提出しなければならない。 

ただし、福祉事務所長が当該書類により証明すべき事実を公簿等により確認できる

ときは、当該書類を省略させることができる。 

(1) 対象者が重度訪問介護等の支給決定を受けていることを示す受給者証（障害者総

合支援法第２２条第８項に規定する受給者証をいう。）の写し 

(2) 雇用契約書の写し 

(3)  支援計画書（様式第１号） 

(4) 自営業者等であることを証する書類 

(5) サービス等利用計画書の写し 

(6) 誓約書（様式第２号） 

２ 福祉事務所長は前項の申請書が提出されたときは、当該申請の内容を審査し、就労

支援に要する給付費の支給の要否並びに支給する場合の支給時間及び支給期間等の

決定を行うものとする。 

３ 福祉事務所長は前項の規定による決定を行ったときは、速やかに「北九州市雇用施



策との連携による重度障害者等就労支援特別事業支給決定通知書」（様式第４号）又は

「北九州市雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業支給却下通知書」

（様式第５号）により対象者に通知するものとする。 

４ 第２項の支給期間は、前項の通知書による支給決定日から当該日が属する年度の末

日までとする。 

 

（支給決定の変更） 

第１０条 前条の規定は、支給決定を受けた者（以下「支給決定障害者」という。）が現

に受けている支給決定の内容について変更を必要とする場合において準用する。 

 

（支給決定の更新） 

第１１条 支給決定期間満了後においても本事業を利用しようとする支給決定障害者

は、支給決定期間満了日の６０日前から更新の申請を行うことができる。 

２ 前項の申請に係る手続きについては、第９条の規定を準用する。ただし、支給決定

期間満了日以前に前項の申請があった場合における支給決定期間の開始日は、更新前

の支給決定期間満了日の翌日とする。 

 

（利用終了の届出） 

第１２条 支給決定障害者は、次のいずれかに該当するときは、速やかに「北九州市雇

用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業終了届」（様式第６号）を福祉事

務所長に提出しなければならない。 

(1) 市外に転居したとき 

(2) 退職する等して、第３条に規定する対象者の要件に該当しなくなったとき 

(3) 本事業の利用を辞退したとき 

 

（支給決定の取消し） 

第１３条 福祉事務所長は、支給決定障害者が次の各号のいずれかに該当すると認めら

れるときは、支給決定を取り消すことができる。 

(1) 死亡したとき 

(2) 市外に転居したとき 

(3) 退職する等して、第３条に規定する対象者の要件に該当しなくなったとき 

(4) 本事業の利用を辞退したとき 

(5) 不正その他偽りの申請により支給決定を受けたとき 

(6) その他福祉事務所長が不適当と認めたとき 

２ 福祉事務所長は、前項第２号から第６号の規定により支給決定を取消したときは、

「北九州市雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業支給決定取消通

知書」（様式第７号）により、支給決定障害者に対してその旨を通知するものとする。 

３ 福祉事務所長は、第１項の規定により支給決定を取消した場合、当該取消しに係る

部分に関して既に給付費が支払われているときは、支給決定障害者又は事業者に対し、



期限を定めて、その全部又は一部の返還を命じることができる。 

 

（派遣契約） 

第１４条 支給決定障害者は、事業者に支援員の派遣を依頼するときは、様式第４号を

当該事業者に提示し、当該事業者及び支援員の間において、派遣に関する契約を締結

しなければならない。 

 

（事業者の責務等） 

第１５条 事業者は、民間企業及び福祉事務所等の関係機関との緊密な連携を図ること

により、支援を適切かつ効果的に行うものとする。 

２ 事業者は、支給決定障害者に対して支援員を派遣したときは、支援内容等について

支援記録を作成し、これを５年間保存しなければならない。 

３ 事業者は、支援員が派遣に従事する時間について、労働基準法等の関係法令に従い、

適切なものとなるよう留意しなければならない。 

４ 事業者は、支援員に対して、定められた活動時間中においては、その業務に専念す

るよう監督しなければならない。 

 

（事業に要する費用） 

第１６条 サービス提供費は、別表第一に定めるものとする。 

２ 第６条第２項の規定に基づき二人の支援員による就労支援を行った場合、前項に規

定するサービス提供費は、各支援員の所要時間に応じて算定する。 

ただし、一人目の支援員の業務を引き継いで二人目の支援員が業務を行う場合は、

両者の所要時間を合算してサービス提供費を算定する。 

 

（費用負担） 

第１７条 支援員の派遣を受けた支給決定障害者が負担する額（以下「費用負担額」と

いう。）は、別表第一の規定に基づき算定したサービス費に１００分の１０を乗じた額

とする。 

２ 支給決定障害者が同一の月に受けた支援員の派遣に係る費用負担額の合計額が、別

表第二に規定する支給決定障害者の属する世帯の収入状況に応じた費用負担上限月

額を超えるときは、前項の規定にかかわらず、当該同一の月における支援員の派遣に

係る費用負担額は、当該費用負担上限月額とする。 

３ 別表第二における世帯の範囲（支給決定障害者の区分における生活保護を除く。）は、

支給決定者が１８歳以上の時は当該支給決定障害者及び当該支給決定障害者と同世

帯に属する配偶者とし、１８歳未満の時は、当該支給決定障害者及び当該支給決定障

害者と同一世帯に属する者とする。 

 

（費用負担額の受領） 

第１８条 事業者が支給決定障害者に対して支援員の派遣を行ったときは、当該支給決



定障害者から前条の規定により算定した費用負担額の支払を受けるものとする。 

 

（領収証の交付） 

第１９条 事業者が前条の規定により支給決定障害者から費用負担額の支払を受けた

ときは、当該支給決定障害者に対して、領収証を発行しなければならない。 

 

（就労支援給付費の支給） 

第２０条 市長は、支給決定障害者が、第９条第２項及び同条第４項の規定により決定

された支給期間において、事業者から支援員の派遣を受けたときは、当該支給決定障

害者に対して、当該支援員の派遣に要する給付費を支給するものとする。 

２ 前項の規定により、支給決定障害者が就労支援に要する給付費の支給を受けようと

するときは、事業者に対し、「委任状」（様式第８号）により当該給付費の請求及び受

領の権限を委任しなければならない。 

３ 前項の規定による支払があったときは、当該支給決定障害者に対して給付費の支給

があったものとみなす。 

 

（支援計画書作成支援費） 

第２１条 支援計画書作成支援費は、第９条に規定する支援計画書を、民間企業又は自

営業者等から希望があって、指定特定相談支援事業者が作成支援（助言・援助等）を

行ったことにつき、別表第三に定める額とする。 

２ 前項に規定する支援計画書作成支援費については、支給決定障害者の負担は要しな

い。 

 

（支払請求） 

第２２条 第２０条第２項の規定により委任を受けた事業者は、支援員の派遣を行った

日の属する月の翌月の１５日までに、「北九州市雇用施策との連携による重度障害者

等就労支援特別事業支援給付費請求書」（様式第９号）に、次の各号に掲げる書類を添

付して、福祉事務所長に提出しなければならない。 

(1) 委任状（様式第８号） 

(2) サービス提供実績報告書（様式第１０号） 

(3) 支援給付費明細書（様式第１１号） 

２ 市長は、事業者から第１項の請求があった場合は、これを審査し適当であると認め

たときは、請求があった日から３０日以内に支払うものとする。 

３ 事業者は、前項の規定による支払を受けたときは、支援決定障害者に対して、給付

費として受領した旨を通知しなければならない。 

 

（支援計画書作成支援費の請求） 

第２３条 第２１条に規定する支援計画書作成支援を行った指定特定相談支援事業者

は、「北九州市雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業請求書（支援計



画書作成支援費）」（様式第１２号）を、作成に協力した月の翌月の１５日までに市長

へ提出することにより、当該支援計画書に係る利用決定（更新を含む）につき、１回

に限り支援計画書作成支援費を請求できる。 

２ 市長は、指定特定相談支援事業者から第１項の請求があった場合は、これを審査し

適当であると認めたときは、請求のあった日から３０日以内に支払うものとする。 

 

（不正利得による費用の返還） 

第２４条 市長は、偽りその他不正の手段により給付費の支給を受けた者があるときは、

その者から、当該給付費の支給に相当する金額の全部又は一部を徴収することができ

る。 

２ 市長は、事業者が偽りその他不正の手段により給付費の支払を受けたときは、当該

事業者に対して、その支払った額につき返還させることができる。 

３ 市長は、指定特定相談支援事業者が偽りその他不正の手段により支援計画書作成支

援費の支払を受けたときは、当該指定特定相談支援事業者に対して、その支払った額

につき返還させることができる。 

 

（秘密の保持） 

第２５条 事業者の職員及び管理者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た支給決

定障害者及び当該支給決定障害者の家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 事業者は、職員及び管理者であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た支

給決定障害者及び当該支給決定障害者の家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な

措置を講じなければならない。 

 

（調査及び指導監督） 

第２６条 市長は、本事業の実施に関して必要があると認めるときは、支給決定障害者

又は当該支給決定障害者の家族若しくは家族であった者に対し、報告又は文書その他

の物件の提出若しくは提示を命じ、又は当該職員に質問させることができる。 

２ 市長は、本事業の実施に関して必要があると認めるときは、事業者又は事業者であっ

た者、指定特定相談支援事業者又は指定特定相談支援事業者であった者、事業所の従

業者又は事業所の従業者であった者に対し、報告又は文書その他の物件の提出若しく

は提示を命じ、当該職員に関係者に対して質問させ、又は本事業を行う事業所に立ち

入り、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

３ 事業者は、前項の規定に基づき市長が定期又は随時に行う調査及び指揮監督に協力

するとともに、指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善

を行わなければならない。 

４ 前各項規定に基づく調査及び指導監督を行う場合は、当該職員は、その身分を示す証

明書を携行し、関係者から請求があったときは、これを提示しなればならない。 

 

（その他） 



第２７条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は保健福祉

局長が別に定める。 

 

 附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年１月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和４年１１月１日から施行する。 

３ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

別表第一（第１６条関係） 

所要時間（１日あたり） 
サービス提供費 

重度訪問介護 同行援護 行動援護 

1 時間未満 ２，４００円 ３，１００円 ４，１００円 

1 時間以上 1 時間 30 分未満 ３，３００円 ４，４００円 ６，０００円 

1 時間 30 分以上 2 時間未満 ４，２００円 ５，１００円 ７，５００円 

2 時間以上 2 時間 30 分未満 ５，２００円 ５，７００円 ９，１００円 

2 時間 30 分以上 3 時間未満 ６，１００円 ６，４００円 １０，６００円 

3 時間以上 3 時間 30 分未満 ７，０００円 ７，１００円 １２，１００円 

3 時間 30 分以上 4 時間未満 ８，０００円 ７，７００円 １３，６００円 

以降 30 分ごとに加算 ９００円 ７００円 １，５００円 

 

別表第二（第１７条関係） 

区 分 世帯の収入状況 負担上限月額 

ア 生活保護等 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）によ

る被保護世帯及び中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第３０号）による支援給付を受けている世帯 

 ０円 

イ 低所得  市町村民税非課税世帯 ０円 

ウ 一般  市町村民税課税世帯 ３７，２００円 

 

別表第三（第２１条関係） 

支援計画書作成支援費 １５，５００円 

 


